
PG―設備照会・施工協議システム利用規約 

  

１． 目的 

 

「PG―設備照会・施工協議システム利用規約」（以下、「本規約」といいます。）は、東京電力パワ

ーグリッド株式会社（以下、「当社」といいます。）が「PG―設備照会・施工協議システム」（以下、

「本システム」といいます。）を通じて提供するサービス（以下、「本サービス」といいます。）の利用条件

を定めるものです。 

 

２． 適用 

 

本規約は、当社が提供する本サービスを利用する際に適用します。 

 

３． 利用登録 

 

(1)利用者は、本サービスの利用にあたり、本規約に同意の上、自己の責任と負担で当社の定める利

用登録を実施するものとします。 

(2)本サービスの利用契約は、利用登録の完了をもって、当社と利用者の間で成立するものとします。 

(3)利用者が本サービスを一定期間利用されない場合、利用登録が抹消されることがあります。この場

合、再度本サービスを利用する際は、改めて利用登録をお願いします。 

(4)利用者が本規約に違反した場合、利用により当社が損害を被るか、あるいはそのおそれがある場合、

当社の判断により、予告なく利用登録を抹消することがあります。また、抹消後の再登録をお断りす

ることがあります。 

 

４． 本サービスの内容 

 

本サービスとは、利用者による、本システムの 地図上の指定された場所に対する当社保有の地中埋

設設備および架空送電線の設備（以下「当社設備」といいます）の有無調査、ならびに工事前協議

の調整、工事の立会調整（以下、纏めて「施工協議」といいます。）の求め（以下「本利用目的」とい

います）に対し、当社が指定された箇所の当社設備の有無の回答、工事前協議の日程調整ならびに

工事の立会調整を本システムを通じて行うサービスをいいます。 

 

５． 利用料金 

 

(1)本サービスの利用登録およびご利用は無料です。 



(2)本サービスを利用するために必要な情報通信機器、ソフトウェア、通信環境および通信費については、

利用者の責任と負担で整備していただきます。 

 

６． 禁止事項 

 

利用者は，本サービスの利用にあたり，以下の行為をしてはならないものとします。 

(1)土地の価格検討を目的として本サービスを利用する行為 

(2)前号に掲げる行為のほか、本利用目的以外の目的で本サービスまたは設備照会および施工協議の

結果を利用する行為 

(3)当社に虚偽の情報を提供する行為 

(4)サーバーまたはネットワークの機能を破壊、妨害する行為 

(5)不正アクセスまたはこれを試みる行為 

(6)本システムの解析、改ざん、リバースエンジニアリング行為 

(7)自動化ツールなどを用いて本システムにアクセスする行為 

(8)当社の許可なく本システムで得た情報をＳＮＳ等の外部へ転載・公開する行為 

(9)4 号から 8 号までに掲げる行為のほか、当社による本サービスの運営に支障を及ぼす行為またはその

おそれのある行為 

(10)本サービスを利用する他の利用者その他の第三者に不利益を与える行為 

(11)法令に違反する行為 

 

７． 免責事項 

 

(1)当社は、本サービスの内容（当社が本サービスに用いる地図・住所情報・文書・写真・イラストなどの

情報および当社が利用者に提供する設備照会および施工協議の結果に関する情報を含む）に関

し、その正確性、完全性、有用性、安全性について、明示的にも黙示的にも一切保証しておりませ

ん。本システムの内容が現況と異なる場合には、現況を優先してご判断ください。 

(2)利用者が本サービスの利用に起因または関連して損害を被った場合であっても、当社は、一切の責

任を負いません。 

 

８． データの取り扱い 

 

(1)利用者は、本サービスにより得た情報を、自己の責任で適切に管理するものとします。 

(2)利用者は本サービス本システムにより得た情報を利用目的外ならびに本サービス本システムへ登録し

た工事に関与する関係者以外へ提供することはできません。 

 

 



９． 個人情報の扱い 

 

当社は、本サービスを通じて取得した個人情報を、当社の「個人情報の取扱いに関する基本方針」

（https://www.tepco.co.jp/pg/privacypolicy/basicpolicy.html）に従い取り扱うものとしま

す。 

 

１０． ユーザー名およびパスワードの管理 

 

(1)本サービスを利用いただくためのユーザーID とパスワードは、利用者自身の責任において管理していた

だき、第三者に開示または漏えいしてはならないものとします。 

(2)利用者は、ユーザーID およびパスワードを第三者に譲渡、貸与し、または第三者と共用することはで

きません。 

(3)利用者は、ユーザーID を複数取得すること、他利用者のユーザーID を使用することはできません。 

(4)当社は、ユーザー名とパスワードの組み合わせが登録情報と一致してログインされた場合には、そのユ

ーザーID を登録している利用者による利用とみなします。この場合において、本サービスの利用に関

して利用者に損害が生じたときも、当社は、一切責任を負いません。 

(5)ユーザーID またはパスワードを第三者に漏えいし、または第三者により不正に使用された疑いが生じ

た場合、利用者は、直ちに当社に連絡するものとします。 

 

１１． 本規約の変更 

 

当社は、利用者の了解を得ることなくいつでも本規約を変更することができるものとします。その際には、

当社の本サービスに関するウェブサイト（URL）に掲載する方法により利用者にお知らせいたします 。 

なお、本規約の変更後、本システムの利用を開始した場合には、当該利用者は変更後の規約に同意

したものとみなします。 

 

１２． 本サービスの変更 

 

(1)当社は、何らの事前予告なくして本サービスの内容を変更することがあります。 この場合、本サービス

のご利用にあたっては、利用者は変更後の内容に従うものとします。 

(2)利用者は、本サービスの内容を変更したことにより生じた不利益及び損害について、一切の責任を負

わないものとします。 

 

１３． 本サービスの提供の停止 

 

(1)当社は、以下のいずれかに該当する場合、利用者に事前に通知することなく、本サービスの全部また

https://www.tepco.co.jp/pg/privacypolicy/basicpolicy.html


は一部の提供を停止または中断することができるものとします。 

（ア）本サービスの提供に必要なシステム、ソフトウェアまたは設備に障害が生じた場合、またはそのお

それがある場合 

（イ） 本サービスの提供に必要なシステム、ソフトウェアまたは設備の保守作業（点検、修理または

更新を含みます。）を行う場合 

（ウ） 第三者による情報通信環境に係るサービスが中断した場合 

（エ） 地震、落雷、火災、停電または天災などの不可抗力により、本サービスの提供が困難になった

場合 

（オ）その他、本サービスの提供が困難となり、または本サービスの提供を停止もしくは中断することが

やむを得ないと当社が判断した場合 

(2)当社は、本サービスの提供の停止または中断により、利用者または第三者が被ったいかなる不利益

または損害についても、一切の責任を負わないものとします。 

 

１４． 損害賠償 

 

(1)利用者が本サービスの利用に起因または関連して第三者に損害を与え、または第三者から苦情、損

害賠償の請求などを受けた場合には、利用者は、自己の責任と負担でそれを解決するものとします。

また、この場合において、当社に損害（当社が当該第三者の損害を賠償するために要した賠償金、

手続費用および弁護士費用などを含みます。）が発生した場合には、利用者は、当社に対しその

損害を賠償するものとします。 

(2)利用者が本規約の定めに違反し、または違法な行為により当社に損害を与えた場合には、利用者

は、当社に対しその損害を賠償するものとします。 

(3)利用者が本サービスを利用したうえで行った工事の施工に起因または関連して当社設備に損害が発

生した場合において、利用者は免責されず、当社は損害賠償を請求する可能性がございます。 

 

１５． 反社会的勢力の排除 

 

(1)利用者は、自己（利用者が法人である場合は、その役員、経営を事実上支配し、もしくは経営に

実質的に関与している者または従業員を含みます。以下、同じです。）が、暴力団、暴力団員、暴

力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋など、

社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団など、その他これらに準ずる者（以下、「反社会的

勢力」といいます。）または以下のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当し

ないことを確約するものとします。 

（ア）不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有する者 

（イ）反社会的勢力に対して資金などを提供し、または、便宜を供与するなどの関与をしていると認

められる関係を有する者 



（ウ）反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(2)利用者は、自己が、自らまたは第三者を利用して以下の行為をおこなわないことを確約するものとし

ます。 

（ア）暴力的な要求行為 

（イ）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（ウ）本サービスに関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

（エ）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当社の信用を毀損し、または当社の業務を妨

害する行為 

（オ）その他前各号に準ずる行為 

 

１６． 準拠法・裁判管轄 

 

(1)本規約の準拠法は日本法とします。 

(2)本サービスに関して紛争が生じた場合には，他に別段の定めのない限り東京地方裁判所を第一審

の専属的合意管轄とします。 

 

以上 

 

2026 年 7 月 14 日 制定 


